
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書

主たる業種
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事業の用に供す
る建築物の用途
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注

該当するロには，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。
「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

「基準年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の趣又は原単位の数値の平均をいいます。
「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。

□新規□変圓■！』
（宛先）京都府知事 ’、 Ｚ 戎23年９月2６ ヨ

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
大阪市淀川区野中南2丁目11番48号

…W1ilh 
蝋！ ﾄｾﾞﾄ 

氏名（法人にあっては，〕名称及び代表者の氏名）
日本ピラーエ業株式会社
代表取締役社長?ｗ岩波,Ｔ清久

電話YO6i常6305＝lil781Jlh；

主たる業種 各種機械に。L同部分品製造修理業
、Ⅱ

|細分類番号 ’２１５１９１９ 

事業者の区分

:Ｉ｡2条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則：:｡2条第１項第２号又は第３号

劇｡2条第１項第４号

計画期間
．？；；．￣￣￣ 

平成23年４月から平成26年３月まで!（

基本方針
事業活動と環境どの調和を図るためにく＝環境負荷を減らし継続的な改善と汚染iの防止を目的に
２％以上のCO2削減を目指すd1iL

● 
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計画を推進するた
めの体制

福知山環境管理委員会を中心とし、i江SO14001環境マネジメントプｉﾛ１ｸﾞﾗﾑを目標に掲げ刺別
目標達成に向け各部署において活動を展開するiii''1'11,りけi丁il卯２１mか了！〔了J(二/lllLTlillけ]に>'1に？？;'＃い■

麟団

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

温室効果ガスの排出の量

事業活動に伴
レ

フ 排出の量

|評価の対象となる排出の量

目標の根拠

基準年度

(22)1年度
第１年度
(23)1年度

第２年度
(24)1年度

第３年度
(25〕:年度

増減率
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半導体市場向け受注動向により大きく左右される｡
環境マネジ:メントプロ’ラムに基づき活動を実施していくことによりｿﾞノ
目標を達成|じていく,b了雷iiii;１日''''１'＝ル11ｴiIlWい?けjい#Mliに:孑吋i1lil【窪;?nｈ」：といｕ

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

事業の用に供す
る建築物の用途 原単位の指標

M1． 全;)工場１１１
事業活動に伴う排出の壁

ｉｌｉ,(出荷高×11/1000000）
事業活動に伴う排出の壁
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原単位の指標及び目標の根拠

基準年度
(22)i7年度
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出荷高について23年度は基準年度よりやや落ちいそれ以降は持ち直す予想d三：
そんな中で6《地道な活､hを実施し削減につなげ郷:)<いいf了論ｌｉ進訂1脚二言；

重点的に実施する取組の実施計画

基準年度
(22)万年度
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備考

具体的な取組及び
措置の内容
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工場の学部の氷銀灯を高効率への更新を計画中！

キユーピクル内の高圧機器の計画的な更新

機器の適正な運転(管理に努める５
0Ｐ 

１A 

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措置を採用する理由

特に計画なし1m＃(?」h:|■い）
,糊 ,illm 
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工場の立地場所がマイカー等の通勤以外手段が無いため

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
量

区分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した甑力又
は熱の供給によるもの

グリーン電力証書等の購入によるもの

温室効果ガス排出量の削減効果分又は温室
効果ガスの吸収効果分の購入によるもの

合計
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地球
資す
動
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コピ室用紙のリサイクル業者への定期的な持込・
ペヅドブボIトルキ;ヤヅプのエコキ|ヤヅプ推進活動。 等々

－－:i:： ,･･HrrlL 

特記事項
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温室効果ガス排出の(量の基準年度はH20年度～H22年度の平均となっているが、

+i･・．;ilI,

H22年度に大幅な増加があり、
H22年度の｣実績値をi基準年度とするほうが現実的と判断し、Ｈ22年度の実績値を基準値とした．


